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令和７年度（２０２５年度）評価・分析について 

１ 概要 

 第４次東海市総合福祉計画は社会福祉法に基づく地域福祉計画として位置付け、

社会福祉協議会の地域福祉活動計画を包含し、包括的な支援体制を構築することを

目指し策定したもので、令和６年度（２０２４年度）から令和１５年度（２０３３

年度）までの１０か年を計画期間としている。 

 総合福祉計画推進協議会において、昨年度の状況を報告し、評価指標の現状値の

分析及び向上を図るための方策等について協議するもの。 

 

２ 施策の評価 

施策１：気軽に相談できる体制を強化します             【横ばい】 

若い世代の福祉に関する相談先の認知が低いことから、必要な時に相談先につなが

ることができるよう、相談を受け止めるツールとして作成した相談マークの機能につ

いて、福祉教室等を通じて広報・啓発活動を進めたりする等、気軽に相談できる体制

を目指す。 

 

施策２：コミュニティの中で支え合える体制を整備します       【横ばい】 

定年延長等に伴い、地域活動への参加の機会が減少している中、住民とのワークシ

ョップを取り入れる等、コミュニティの中で支え合える体制づくりを進めているが、

担い手不足は依然として解消されていないことから、民間企業や分野を超えた多様な

主体への声掛けを積極的に行っていく。  

資料１-１ 

基準値 方向性 R6 R7 対基準値 5年後目標値

1
福祉に関する相談先を知ってい
る人の割合

59.1% ↗ 61.4% 55.4% 悪化 64.0%

2
生活の困りごとを相談できる相
手がいる人の割合

81.2% ↗ 85.2% 81.4% 改善 85.5%

3
相談マーク（ピンバッジ）の配
布数

294個 ↗ 1,079個 1,414個 ー 3,300個

評価指標

基準値 方向性 R6 R7 対基準値 5年後目標値

4
地域の住民が互いに支え合って
いると思う人の割合

34.6% ↗ 36.8% 35.2% 改善 40.1%

5
地域福祉活動に担い手として参
加している人の割合

14.8% ↗ 16.8% 13.9% 悪化 21.7%

6
１年間に地域別意見交換会に参
加した人数

381人 ↗ 489人 523人 改善 820人

評価指標



2 
 

施策３：一人ひとりの生活について考える機会を増やします       【順調】 

 新たな研修会を開催したり、若い世代への周知方法としてＳＮＳを活用したりする

等、情報発信にも工夫を凝らしながら進めていることから、各指標は順調に推移して

いると考えている。今後も住民等への啓発を継続して実施する。 

 

施策４：市民の権利をまもり社会とのつながりが持てるよう支援します 【横ばい】 

住民から相談がつながった件数も研修会の参加者数も対基準値では改善しているも

のの、対前年比では悪化しているため、地域で気にかけ合う関係づくりを推進すると

ともに、研修会等はアンケートを活用する等、市民の興味関心の高いテーマ設定を心

掛ける。自殺死亡率は年々悪化していることから、今後も引き続き啓発等を実施する。 

 

施策５：すべての市民が役割を持ち参加できる機会を増やします     【順調】 

長年続けている小中学校で実施している福祉教育等により、障がい者や高齢者の社

会参加への理解が進んでいるため、順調に推移していると考えられる。引き続き民間

等の協力を得ながら、地域において高齢者等の社会参加の機会創出に努める。 

  

基準値 方向性 R6 R7 対基準値 5年後目標値

9
１年間に地域住民から相談がつ
ながった件数

114件 ↗ 299件 235件 改善 300件

10
１年間に権利擁護に関わる講演
会・研修会の参加人数

62人 ↗ 171人 167人 改善 170人

11 本市における自殺死亡率 13.2 ↘ 15.9 16.8 悪化 11.2

評価指標

基準値 方向性 R6 R7 対基準値 5年後目標値

12
障がい者が社会参加できている
と感じる人の割合

37.2% ↗ 38.7% 43.8% 改善 42.2%

13
社会参加・交流をしている高齢
者の割合

37.8% ↗ 39.1% 42.6% 改善 44.2%

14
民間との連携により福祉活動を
実施している事業所等の数

8か所 ↗ 18か所 21ヵ所 改善 44ヵ所

評価指標

基準値 方向性 R6 R7 対基準値 5年後目標値

7
地域生活課題に関わるサポー
ター数

241人 ↗ 266人 288人 改善 335人

8
1年間に福祉教育を受講した人
数

9,221人 ↗ 11,240人 11,742人 改善 12,000人

評価指標
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施策６：安心して生活できるよう身近な場所で支援します        【順調】 

 各種サービスの充実や理解促進が進んだことで順調に推移していると考えられる。

計画作成率においても順調に推移しており、今後はスクリーニングシートを活用しな

がら優先度の高い人から個別避難計画の作成を行い、作成率の向上を目指していく。 

 

施策７：子ども・子育て世代への支援を充実させます         【横ばい】 

 こども家庭センターを設置し、保健と福祉を一体的に相談できる体制を整えている

一方で、共働き世帯の増加や特別支援児等の増加による保育士不足が影響し、一部数

値が悪化していると考えられる。引き続き、多様な媒体を活用し、子育て施策等を効

果的に発信する。 

 

施策８：支援を必要とする子ども・若者・家庭への支援体制を充実させます 【順調】 

 サポートプランを作成することで、一人ひとりに丁寧な支援を行うことができるた

め、今後も積極的に作成していく。生活・学習支援の場については需要が年々増えて

いることからも、民間との協働で実施できるよう、引き続き働きかけを行う。 

 

 

基準値 方向性 R6 R7 対基準値 5年後目標値

15
障がい者が地域で安心して暮ら
していると思う人の割合

47.1% ↗ 50.1% 52.0% 改善 51.8%

16
高齢者が地域で安心して暮らし
ていると思う人の割合

55.8% ↗ 58.5% 60.5% 改善 59.4%

17
避難行動要支援者個別避難計画
の作成率

21.8% ↗ 35.1% 50.0% 改善 70.0%

評価指標

基準値 方向性 R6 R7 対基準値 5年後目標値

18
子育てがしやすいまちであると
感じている18歳以下の子どもを
持つ人の割合

86.4% ↗ 82.9% 84.8% 悪化 88.7%

19
子育ての悩みについて相談をす
る場を知っている人の割合

46.9% ↗ 51.4% 52.0% 改善 49.6%

20
地域の住民が互いに支え合って
いると思う人の割合

34.6% ↗ 36.8% 35.2% 改善 40.1%

評価指標

基準値 方向性 R6 R7 対基準値 5年後目標値

21
１年間のサポートプラン作成件
数

142件 ↗ 173件 187件 改善 185件

22
発達に関する支援者研修受講者
数

374人 ↗ 520人 590人 ー 750人

23 生活・学習支援の場の数 4か所 ↗ 5か所 9か所 改善 9か所

評価指標
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施策９：子どもや家庭が元気に育つ環境を整備します         【横ばい】 

 第２子以降の認可外保育施設に係る保育料等の無償化制度の実施等により、改善が

進んでいる指標がある一方で、悪化した指標については、子どもが天候に左右されず

に遊ぶことができる場所が十分でないことが影響していると考えられる。新たな屋内

遊び場の整備をはじめ、ニーズに対応した環境の整備を進める。 

 

 

３ まとめ 

 全２６指標のうち、基準値と比較し改善した指標は１９指標であり、全体の評価と

しては順調に推移していると評価する。一方で、前年値と比較して悪化した指標は８

指標あるため、きちんと要因分析をして安定的に指標が向上できるよう、重点項目を

中心に取り組みを進めていく必要がある。 

 引き続き、各分野での取り組みを充実させるとともに、包括的な支援体制を構築す

るために分野を超えて連携を図りながら取り組む。 

 

基準値 方向性 R6 R7 対基準値 5年後目標値

24
多様な保育ニーズに対応できる
場所があると感じている18歳以
下の子どもを持つ人の割合

64.5% ↗ 66.6% 67.3% 改善 71.6%

25
地域子育て支援拠点等における
子どもの年間延べ利用者数

79,312人 ↗ 116,641人 116,676人 改善 102,000人

26

身近に子どもが安心して過ごせ
る場（家庭や学校を除く）があ
ると思う18歳以下の子どもを持
つ人の割合

74.9% ↗ 73.4% 73.5% 悪化 79.7%

評価指標



第４次東海市総合福祉計画評価指標現状値 一覧表

成果指標算出方法 基準値
令和５年度
現状値

令和６年度
現状値

令和7年度
現状値

対基準値
5年後
目標値

10年後
目標値

指標動向 評価の要因分析 今後の方針 担 当 課 等

1
福祉に関する相談先を知っ
ている人の割合
（市民意識調査）

市民アンケート「市役所以外に福祉
に関する相談窓口があることを知っ
ている」で「はい」と回答した人の
数／アンケート回答総数×100

59.1% 63.1% 61.4% 55.4% 悪化 64.0% 68.9%

「福祉に関する相談先を知っている人
の割合」は、基準値より3.7ポイン
ト、前年度より6.0ポイント低下して
いる。年齢別では、10～40代が基準値
より低く、その他の年代では基準値よ
り高くなっている。

「福祉に関する相談先を知っている人」については、高
齢者相談支援センターは50代以上、子育て支援センター
は30～50代で割合が高いが、それ以外の割合は低くなっ
ており、日常生活で福祉サービスの利用が少ない人に対
し、周知が不足していることが要因と考える。

包括的支援体制の構築については第4次総合
福祉計画にも位置付けており、高齢、障が
い、子育て、生活困窮、ひきこもりなど、分
野ごとのの相談窓口では解決が難しい、複雑
化・複合化している福祉に関する困りごと
を、各相談機関、また関係各課が連携しなが
ら、どの分野の相談も受け止め解決に向けて
一緒に考える支援体制の構築を推進してい
く。

社会福祉課

2
生活の困りごとを相談でき
る相手がいる人の割合
（市民意識調査）

市民アンケート「生活の困りごとを
相談できる相手がいる」で「はい」
と回答した人の数／アンケート回答
総数×100

81.2% 84.0% 85.2% 81.4% 改善 85.5% 89.8%

・「生活の困りごとを相談できる相手
がいる人の割合」は、基準値より0.2
ポイント改善、前年度より3.8ポイン
ト低下している。年齢別では、10～40
代及び60代が前年度より低く、その他
の年代では前年度より高くなってい
る。
・職業別では自営業、無職は改善して
いるものの、それ以外は低下してい
る。
・学区別では、明倫学区で高い割合と
なった。

「生活の困りごとを相談できる相手」については、年齢
別では20代・30代、職業別では会社員・公務員及び学生
において前年度から大きく低下しており、若い世代にお
いて、家族や友人など、身近な人に相談できる人が少な
くなっていることが要因と考える。

困りごとを抱える世帯を発見して相談機関に
つなぐ相談支援、コミュニティソーシャル
ワーカーが中心となって地域とつなぐ参加支
援、そして地域生活課題の話し合いや支え合
い活動を推進する地域づくりの3つの要素を
一体的に進めていく。
地域活動を行う民生委員等の団体へ相談マー
クの配布を進めていることから、相談マーク
を広く市民に知ってもらうための周知や活動
者の支援を継続していく。

社会福祉課

3
相談マーク（ピンバッジ）
の配布数

相談マーク（ピンバッジ）を配布し
た人の累計数

294個
（R5.10月
末現在）

518個 1,079個 1,414個 － 3,300個 4,000個 順調に配布数が増加している。

行政職員の他、社会福祉法人事業所、地域活動者等へ説
明会を実施し、ピンバッジを配布した。
既に相談をつないでいただいている方への配布から進め
ているため、趣旨を理解してもらいやすく、配布数を順
調に伸ばすことができた。

マークの存在をより多くの市民に知ってもら
うための周知方法や、市民の生活に身近な方
たちへの配布方法を検討し、市民の困りごと
を地域で拾える支援体制を構築していく。

社会福祉課

施策２　コミュニティの中で支え合える体制を整備します

成果指標算出方法 基準値
令和５年度
現状値

令和６年度
現状値

令和7年度
現状値

対基準値
5年後
目標値

10年後
目標値

指標動向 評価の要因分析 今後の方針 担 当 課 等

4
地域の住民が互いに支え
合っていると思う人の割合
（市民意識調査）

市民アンケート「お住まいの地域で
は、住民同士の支え合い、助け合い
（相互扶助）ができている」で「そ
う思う」「どちらかといえばそう思
う」と回答した人の数／アンケート
回答総数×100

34.6% 37.4% 36.8% 35.2% 改善 40.1% 45.6%

・まちづくり指標は基準値より0.6ポ
イント改善しているものの、前年度よ
り1.6ポイント低下している。
・年齢別では50代・60代が改善してい
るものの、それ以外は低下し、職業別
では自営業、パート・アルバイトは改
善しているものの、会社員・公務員、
学生、主婦などは低下している。
・学区別では、明倫学区で高い割合と
なった。

・対基準値では改善しているが、単位施策の成果指標が
すべて悪化していることから、順調でないと評価する。
・福祉の相談マークの周知とともに、身近な場所で相談
できる体制づくりを進めているが、あまり認識されてい
ないことが要因と考える。
・成果指標を職種別でみると、会社員・公務員では割合
が低いが、自営業やパート・アルバイト、無職の数値が
高く、時間の都合をつけやすい職種において、地域活動
の担い手として参加しているものと考える。

・公的な相談支援機関のみならず、身近な場
所や地域で相談に乗れる体制づくりを進め、
相談者が孤立しないような体制づくりを進め
る。
・コミュニティソーシャルワーカー等が中心
となり、コミュニティ単位でのワークショッ
プを開催することで、これまで地域活動に担
い手として参加してこなかった方にも、地域
活動を身近に感じてもらえるような働きかけ
を行う。
・定年退職後に孤独・孤立状態とならないよ
う、社会参加が重要であることから、企業等
へ出向き、地域活動への参加に向けた働きか
けを行う。

社会福祉課

5
地域福祉活動に担い手とし
て参加している人の割合
（市民意識調査）

市民アンケート「この１年間にお住
まいの地域における福祉活動に参加
した」で「はい」と回答した人の数
／アンケート回答総数×100

14.8% 15.9% 16.8% 13.9% 悪化 21.7% 28.6%

成果指標は、基準値より0.9ポイン
ト、前年度より2.9ポイント悪化して
いる。年齢別では、10～30代が基準値
より低く、その他の年代では基準値よ
り高くなっている。

「地域福祉活動の担い手」については、活動内容として
コミュニティや町内会・自治会でおこなう福祉活動の割
合は高いが、障がい者支援に関する活動、地域支え合い
活動の割合が低く、成果指標が伸び悩んでいることが要
因と考える。

・地域で活動されている関係団体や、民間企
業などと連携し、活躍できる場の拡大や、社
会福祉協議会の実施している福祉教育を通じ
て、人材育成等を支援する。
・コミュニティソーシャルワーカーや生活支
援コーディネーターが中心となり、地域住民
や地域の企業、事業所等、分野を超えて多様
な主体とのワークショップを行うことで、新
たな担い手への声掛けや、自分の地域のこと
を自分たちで考える機運醸成をはかり体制整
備につなげる。

社会福祉課

6
１年間に地域別意見交換会
に参加した人数

１年間に１層から４層で実施した地
域別意見交換会（福祉関係）に参加
した人数（１００人会議含む）

381人 396人 489人 523人 改善 820人 1,560人 基準値及び前年度より改善した。

・新たに住民とのワークショップを取り入れ、地域生活
課題を住民自ら解決するアクションプランを作成する取
組みを始めたり、地域別意見交換会を定期的に開催する
地区が増えてきていることから、参加者の増加に繋がっ
ていると考える。
・100人会議では、こどもの居場所をテーマに全国的に活
躍されている方を講師に招いたことで、参加者の増加に
繋がったと考える。

・引き続き、ワークショップを活用しながら
地域特性に合わせて、行政、社会福祉協議
会、コミュニティ、町内会等と連携を図りな
がら進めていく。
・100人会議についても、市民にとって興味
関心の高いテーマ設定を心掛け、様々な年
齢、職種の方に参加していただけるような会
議を開催する。

社会福祉課
社会福祉協議会

施策１　気軽に相談できる体制を強化します

評価指標

評価指標

資料１-２
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施策３　一人ひとりの生活について考える機会を増やします

成果指標算出方法 基準値
令和５年度
現状値

令和６年度
現状値

令和7年度
現状値

対基準値
5年後
目標値

10年後
目標値

指標動向 評価の要因分析 今後の方針 担 当 課 等

7
地域生活課題に関するサ
ポーター数

地域生活課題に関わるサポーター数
（地域共生こころんサポートセン
ター支援会員、チームオレンジ、子
育てに関わるサポーター等）

241人 261人 266人 288人 改善 335人 430人 基準値及び前年度より改善した。

・地域共生こころんサポートセンター支援会員について
は、現支援会員で構成する支援会員連絡協議会にて、支
援会員を増やすためにどうしたらよいか検討したり、７
５歳以上を対象とした研修案内を郵送する際にチラシを
同封させてもらったりすることで、微増ながら増加して
いると考える。
・チームオレンジについては、市民向けの講座や研修の
参加者は増えており、登録者数も増加しているが、登録
者の高齢化が進み、登録を取り消す人も増えていること
から、全体の登録者数は微増となっている。
・子育てサポーターについては、若い世代にも周知でき
るようにLINEでの周知を追加したことで、講座の受講者
及び登録者数が増加したと考える。

・地域共生こころんサポート事業では、引き
続き支援会員を増やすために、支援会員連絡
協議会にて周知方法等について検討してい
く。
・チームオレンジについては、認知症につい
て啓発し、地域全体で認知症の人やその家族
を支える体制を構築していく。また、各機関
との連携を図り、認知症地域支援推進員の活
動を充実させるとともに、円滑な事業運営に
取り組んでいく。
・ファミリー・サポート・センター事業につ
いては、令和８年度からインスタグラムによ
る情報発信を開始し、ファミリー・サポー
ト・センターや応援ママの周知に努めること
で、提供会員及び応援ママの登録を促してい
く。
・子育てサポーターの活動意義は大きいた
め、今後も引き続き受講の機会を提供し、新
規サポーターの養成を図っていく。

健康推進課
こども課
社会福祉協議会

8
１年間に福祉教育を受講し
た人数

1年間に福祉教育（学校での福祉体験
教室を含む）を受講した人数

9,221人 12,180人 11,240人 11,742人 改善 12,000人 15,000人 基準値及び前年度より改善した。

・ふくしのお仕事説明会については、実施２年目で特別
支援学校側の認知度が進んだこともあり、参加者が増加
したと考える。
・こども分野では昨年度からPTA向け研修会を実施したこ
とから、参加者数が増加した。
・高齢者向け講演会や認知症フォーラムは、毎年内容を
変える等工夫をして実施しているが、周知方法について
は例年どおりであるため、参加者数が伸び悩んでいると
考える。
・福祉体験教室については、令和６年度開催回数９０
回、令和７年度開催回数８８回であり、開催は学校側の
都合もあるが、少子化傾向の中、各学校の児童・生徒数
によって数字の変化が見受けられると考える。

現在実施している講演会等は継続的に開催す
るとともに、周知啓発方法を検討していく。
また、子どもにやさしいまちづくりのため
に、市民や関係者向けに年１回程度の研修会
を引き続き実施していく。
福祉体験教室については、体験教室の必要性
を伝え、福祉教育を学校とともに取組み、高
校、大学にも積極的に出向き、若い世代のボ
ランティア参加促進を目指していく。各学年
に合ったプログラムの作成や新規プログラム
を開発し、協力者を増やして体験教室の目的
を明確にして取り組んでいく。

社会福祉課
高齢者支援課
こども課
社会福祉協議会

施策４　市民の権利をまもり社会とのつながりが持てるよう支援します

成果指標算出方法 基準値
令和５年度
現状値

令和６年度
現状値

令和7年度
現状値

対基準値
5年後
目標値

10年後
目標値

指標動向 評価の要因分析 今後の方針 担 当 課 等

9
１年間に地域住民から相談
がつながった件数

地域住民等から、自分の家族以外の
人（世帯）の相談を受けた年間件数
（虐待に関するものは除く）

114件 245件 299件 235件 改善 300件 400件 昨年度と比較し、悪化している

昨今の社会情勢の中、相談、支援を必要とするケースは
増加しているが、近隣住民等の生活状況等の相談につい
ては、プライバシー等の観点から相談をつなぐことを躊
躇う方もいると考える。

今後、家族や親族がいない、または疎遠と
なっているケースが増加していくと考えられ
ることから、相談マークの普及啓発を始め、
安心してつないでもらえる相談支援体制の構
築に取り組んでいく必要がある。
コミュニティーソーシャルワーカーは積極的
に地域活動へ顔を出し関係性を深めることで
住民からの相談を受けていく。

社会福祉課
高齢者支援課
こども課
健康推進課
社会福祉協議会

10
１年間に権利擁護に関わる
講演会・研修等の参加人数

１年間に権利擁護に関わる講演会・
研修等の参加人数

62人 141人 171人 167人 改善 170人 250人 基準値及び前年度より改善した。

・高齢分野では、ケアマネジャー向け研修会を実施して
いるが、テーマ設定で例年との差別化が上手く図れな
かったことから参加者数が伸び悩んだと考える。
・地区民生委員・児童委員連絡協議会で権利擁護の啓発
研修会を実施する等、新たな取組みを始めたことで、参
加人数の合計としては、ほぼ横ばいとなっている。

・高齢分野では、昨年度研修会時にアンケー
ト調査をし、受講したいテーマ等を確認した
ため、その結果を基に研修会を開催する。
・子ども分野では、関係者向けに実施してい
る研修会を市民向けにも実施することを検討
していく。

社会福祉課
高齢者支援課
こども課

11 本市における自殺死亡率
本市における人口１０万人あたりの
自殺死亡者数

13.2 15.8 15.9 16.8 悪化 11.2 9.2
基準値より3.6ポイント、対前年度よ
り0.9ポイント悪化している。

自殺死亡率は、男性、40歳代で、同居者あり有職者の割
合が高くなっている。

今後も引き続き、企業を対象とする自殺予防
対策人材育成講座、市民を対象とする傾聴講
座、福祉事業所や市職員を対象とするゲート
キーパー養成講座を開催し、自殺予防対策を
講じていく。

社会福祉課

評価指標

評価指標
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施策５　すべての市民が役割を持ち参加できる機会を増やします

成果指標算出方法 基準値
令和５年度
現状値

令和６年度
現状値

令和7年度
現状値

対基準値
5年後
目標値

10年後
目標値

指標動向 評価の要因分析 今後の方針 担 当 課 等

12
障がい者が社会参加できて
いると感じている人の割合
（市民意識調査）

市民アンケート「障がい者が地域な
かで社会参加できている」で「そう
思う」「どちらかといえばそう思
う」と回答した人の数／アンケート
回答総数×100

37.2% 41.3% 38.7% 43.8% 改善 42.2% 48.2%

・「障がい者が社会参加できていると
感じている人の割合」は、基準値より
6.6ポイント、対前年度より5.1ポイン
ト改善している。年齢別では16～19歳
が最も多く、職業別では学生が最も多
い。
・「福祉施設から一般就労への移行者
数」は、基準値、対前年値より7人増
加し、改善している。

小中学校で行われている社会福祉協議会の福祉教育など
を通じて、障がい者の社会参加に対する理解が進んでい
ると考える。

社会福祉協議会、各種団体等を支援し、障が
い者団体の啓発チラシの作成補助を実施す
る。

社会福祉課

13
社会参加・交流をしている
高齢者の割合
（市民意識調査）

市民アンケート「仕事やボランティ
ア又は地区活動などで社会参加をし
たことがある」で「はい」と回答し
た高齢者（65歳以上）の数／アン
ケート回答総数（65歳以上）×100

37.8% 42.8% 39.1% 42.6% 改善 44.2% 50.6%

・「社会参加・交流をしている高齢者
の割合」は基準値より4.8ポイント改
善し、前年度より3.5ポイント改善し
た。
・この成果指標は65歳以上が対象であ
るが、65歳～74歳は44.5％で75歳以上
より4.3ポイント高くなっている。
・昨年度から3.5ポイント改善してい
るが、75歳以上は前年度から2.5ポイ
ント低下している。
・職業別では、パート・アルバイト、
主婦の割合が高くなっている。
・学区別では特に差異は見られなかっ
た。

・社会参加や交流については、地域との関わりを持つこ
とが重要であるが、65歳を過ぎても働き続ける方も増え
ていると推測されるため、地域との交流する時間が取れ
ていないことが推測される。
・一方、循環バス利用促進事業や地域敬老事業費交付事
業を実施してきたことから外出促進につながっていると
ともに、比較的時間に余裕のあるパート・アルバイトや
主婦は地域の敬老行事やシニアクラブ活動への参加によ
り成果指標が向上しているものと考える。

・7年度に結婚から70年を迎える夫婦も対象
としたプラチナ・ダイヤモンド・金婚者を祝
う会を開催し好評であったことから、本年度
も実施する。
・高齢者循環バスの利用促進として、7年度
は特別乗車証の更新年次であったことから、
本年度も循環バスの利用促進を図る。
・また、例年実施している高齢者活動団体で
あるシニアクラブや地域活動支えあい団体に
対する支援も継続して実施する。

高齢者支援課

14
民間との連携により福祉活
動を実施している事業所等
の数

１年間で民間との連携により福祉活
動を実施している事業所等の数（福
祉体験、職場体験、社会貢献）

8ヵ所 17ヵ所 18ヵ所 21ヵ所 改善 44ヵ所 66ヵ所
基準値は超えているが、数値は前年と
比べて同数である。

社会福祉協議会側の働きかけと企業等の社会貢献活動の
意識の高まりはあり、実施事業所等の数の増加につな
がっている。

企業等の社会貢献活動の意識の高まりによ
り、実施事業所等の数の増加が見込まれるの
で、年代問わず、誰でも気軽にできる体験教
室の実施に向けて内容等を検討すると同時に
活動を実践できる環境を整えていく。

社会福祉協議会

施策６　安心して生活できるよう身近な場所で支援します

成果指標算出方法 基準値
令和５年度
現状値

令和６年度
現状値

令和7年度
現状値

対基準値
5年後
目標値

10年後
目標値

指標動向 評価の要因分析 今後の方針 担 当 課 等

15

障がい者が地域で安心して
暮らしていると思う人の割
合
（市民意識調査）

市民アンケート「障がい者が地域の
なかで安心して暮らしている」で
「そう思う」「どちらかといえばそ
う思う」と回答した人の数／アン
ケート回答総数×100

47.1% 50.6% 50.1% 52.0% 改善 51.8% 56.6%

・まちづくり指標は、基準値より4.9
ポイント改善し、前年度より1.9ポイ
ント改善している。年齢では10代が最
も高く、市全体より14.7ポイント高
い。

社会福祉協議会や福祉団体が、小中学校で福祉教育や人
権教育などを継続して行っていることで順調に推移して
いると考える。

障がい者とその家族が地域で安心して生活で
きるよう、障がい福祉サービスの充実や、障
がい者に関する理解促進と権利擁護支援のた
め、障がい福祉サービス事業所における計画
的な人材の育成や確保を進める。

社会福祉課

16
高齢者が地域で安心して暮
らしていると思う人の割合
（市民意識調査）

市民アンケート「高齢者が安心して
暮らしている」で「そう思う」「ど
ちらかといえばそう思う」と回答し
た人の数／アンケート回答総数×100

55.8% 57.5% 58.5% 60.5% 改善 59.4% 63.0%

・「高齢者が地域で安心して暮らして
いると思う人の割合」は、基準値より
4.7ポイント改善した。
・年齢別では29歳以下が高い割合と
なっており、年齢層が上がるについて
割合が低い傾向であるが、75歳以上は
改善傾向にある。
・職業別では学生、自営業、パート・
アルバイトで高い割合となった。
・学区別では大田、渡内、三ツ池地区
で高い割合となった。

・まちづくり指標を分析したところ「ひとり暮らし高齢
者や要介護者などに対する福祉・介護サービスが充実し
ている」と回答した割合が最も高い。
・R6年度から難聴高齢者補聴器購入費補助事業や訪問理
美容サービス補助事業を新たに実施するとともに、要介
護高齢者福祉タクシー料金助成事業や配食サービス事業
など高齢者のニーズに対応した取り組みを進めてきたこ
とが指標の改善につながっていると考える。
・パート・アルバイトや主婦の数値が高く、地域の敬老
行事などに参加しているものと考える。

・本市の人口は、75歳以上の人口は前年度か
ら増加している一方で、65歳以上の人口は減
少しており、高齢者全体における年齢構成の
高齢化が進んでいる。
・「高齢者が地域で安心して暮らしていると
思う人の割合」に対して貢献度が高いことか
ら、利用者のニーズに対応した介護・福祉
サービスの充実を図っていく。
・単身世帯の高齢者も増加しているため、福
祉サービスの利用や地域活動での見守りを推
進することで高齢者が安心して暮らせるまち
づくりを進めていく。

高齢者支援課

17
避難行動要支援者個別避難
計画の作成率

避難行動要支援者個別避難計画の作
成数／避難行動要支援者数×100

21.8% 27.2% 35.1% 50.0% 改善 70.0% 90.0% 前年度より14.9ポイント上昇した。

手帳の取得時等、窓口に来られた方には計画作成の趣旨
を伝えるなどしている。また、１年に１度未作成者に対
し、制度の案内を郵送をしており、作成率の増加に繋
がったと推測される。

窓口や郵送での案内をしているが、郵送での
返答が５０％を切っており、特に要介護高齢
者の未回答が多い。今後も要介護高齢者を中
心に対象者が増加傾向にあることから、対象
者や家族等への周知するため、普段から関わ
りのあるケアマネや相談員などの専門職に作
成の協力を依頼する方向で調整を進めてい
く。

社会福祉課

評価指標

評価指標
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施策７　子ども・子育て世代への支援を充実させます

成果指標算出方法 基準値
令和５年度
現状値

令和６年度
現状値

令和7年度
現状値

対基準値
5年後
目標値

10年後
目標値

指標動向 評価の要因分析 今後の方針 担 当 課 等

18

子育てがしやすいまちであ
ると感じている18歳以下の
子どもを持つ人の割合
（市民意識調査）

市民アンケート「子育てしやすいま
ちである」で「そう思う」「どちら
かといえばそう思う」と回答した人
（18歳以下の子どもがいる方）の数
／市民アンケート回答総数（18歳以
下の子どもがいる方）×100

86.4% 83.8% 82.9% 84.8% 悪化 88.7% 91.1%

基準値から1.6ポイント低下し、前年
度から1.9ポイント改善している。年
齢別では、20代の若い子育て世代が高
い評価である一方、60歳以上の世代で
はポイントが低下している。

・基準値から低下しているが、様々な媒体を活用し本市
の子育て施策を効果的に発信できたことにより、若い世
代のポイントが増加したと考える。
・公立保育園、民間保育所などの待機児童数の増加した
要因として、女性の活躍推進や物価高騰による共働き世
帯の増加に伴い、特に0歳児・1歳児の入所希望の増加及
び特別支援児等の増加により、保育士が不足したことが
影響していると考える。
・放課後児童クラブの待機児童数が発生していないこ
と、地域子育て支援拠点等の利用者数が増加しているこ
と及び障がい児福祉サービス延べ利用者数が増加してい
ることから、子育て世帯に対して良好な影響を与えてい
るものと考える。

・引き続き、各種媒体等を活用しながら子育
て情報を発信し、それぞれの家庭環境に対応
した妊娠期から子育て期を通じた切れ目のな
い支援を推進していく。
・多様なニーズに対応した保育の提供に向け
て、園庭等に日よけネットを設置するなど保
育士の負担軽減を図り保育士確保に努めてい
く。また、引き続き民間事業所における定員
増加等を目的とした施設整備に係る補助事業
を実施するなど、待機児童対策を図ってい
く。

こども課

19

子育ての悩みについて相談
をする場を知っている人の
割合
（市民意識調査）

市民アンケート「子育てに関する相
談の場を知っている」で「そう思
う」「どちらかといえばそう思う」
と回答した人／アンケート回答総数
×100

46.9% 49.4% 51.4% 52.0% 改善 49.6% 52.4%
基準値から5.1ポイント、前年度から
0.6ポイント改善している。年齢別で
は30代及び40代が高い。

妊産婦から児童の保健と福祉を一体的に相談できる、こ
ども家庭センターの体制が浸透してきたことが、改善の
要因と考える。

母子保健部門と児童福祉部門で引き続き合同
ケース会議や研修を実施し、より包括的な相
談体制を構築していく。

こども課

20
地域の住民が互いに支え
合っていると思う人の割合
（市民意識調査）（再掲）

市民アンケート「お住まいの地域で
は、住民同士の支え合い、助け合い
（相互扶助）ができている」で「そ
う思う」「どちらかといえばそう思
う」と回答した人の数／アンケート
回答総数×100

34.6% 37.4% 36.8% 35.2% 改善 40.1% 45.6%

・まちづくり指標は基準値より0.6ポ
イント改善しているものの、前年度よ
り1.6ポイント低下している。
・年齢別では50代・60代が改善してい
るものの、それ以外は低下し、職業別
では自営業、パート・アルバイトは改
善しているものの、会社員・公務員、
学生、主婦などは低下している。
・学区別では、明倫学区で高い割合と
なった。

・福祉の相談マークの周知とともに、身近な場所で相談
できる体制づくりを進めているが、あまり認識されてい
ないことが要因と考える。
・成果指標を職種別でみると、会社員・公務員では割合
が低いが、自営業やパート・アルバイト、無職の数値が
高く、時間の都合をつけやすい職種において、地域活動
の担い手として参加しているものと考える。

・公的な相談支援機関のみならず、身近な場
所や地域で相談に乗れる体制づくりを進め、
相談者が孤立しないような体制づくりを進め
る。
・コミュニティソーシャルワーカー等が中心
となり、コミュニティ単位でのワークショッ
プを開催することで、これまで地域活動に担
い手として参加してこなかった方にも、地域
活動を身近に感じてもらえるような働きかけ
を行う。

社会福祉課

施策８　支援を必要とする子ども・若者・家庭への支援体制を充実させます

成果指標算出方法 基準値
令和５年度
現状値

令和６年度
現状値

令和7年度
現状値

対基準値
5年後
目標値

10年後
目標値

指標動向 評価の要因分析 今後の方針 担 当 課 等

21
１年間のサポートプラン作
成件数

１年間の妊婦・子ども家庭のサポー
トプラン作成数
※サポートプランは同意必要

142件 149件 173件 187件 改善 185件 230件 基準値及び前年度より改善した。
こども家庭センターとして、一人ひとりに丁寧な支援を
行っており、新規プランの数は少しではあるが、増加し
つつある。

サポートプランを作成することで、対象者の
希望を聞くことができ、支援者と対象者の間
で共通の支援方針が持てるため、今後も積極
的に作成していくもの。

健康推進課

22
発達に関する支援者研修受
講者数

支援者向け発達支援研修の年間受講
者数の累計

374人 459人 520人 590人 － 750人 1,000人 基準値及び前年度より改善した。
発達支援に関わる各機関へ参加依頼を行うことで、当該
研修未受講者が順次参加できているため、順調に推移し
ているものと考える。

引き続き、市内の発達支援に関わる職員に対
し発達支援事業研修会（基礎研修）を実施す
る。効果的な周知に努めるとともに、対面、
オンライン受講、オンデマンド配信を実施
し、チャネルを増やすことで受講者数の増加
を図っていく。

こども課

23 生活・学習支援の場の数

福祉的支援が必要な子ども・若者に
対する生活・学習支援の場（ほっと
プラザの学習・生活支援、こどもの
つどいの場事業、こども食堂など）
の数。ただし、宅食サービスのみで
居場所が設置されない場合は除く。

4か所 4か所 5か所 9か所 改善 9か所 14か所 基準値及び前年度より改善した。

昨今の社会情勢の中、子どものつどいの場やこども食堂
の開設意向のある団体が増えていることから、順調に推
移ししているものと考える。学習支援の場が一つ終了し
たが、同年中に診療所の場の提供を受け、新たな学習支
援の場を設置することができたため、学習支援の機会の
提供としては維持することができた。

ほっとプラザの利用者は年々増加しているこ
とから、今後、拠点を増やす必要性について
学習・生活支援の状況を確認していくととも
に、民間での子どものつどい場事業やこども
食堂実施に向けて、協力していく。

社会福祉課
社会福祉協議会

評価指標

評価指標
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施策９　子どもや家庭が元気に育つ環境を整備します

成果指標算出方法 基準値
令和５年度
現状値

令和６年度
現状値

令和7年度
現状値

対基準値
5年後
目標値

10年後
目標値

指標動向 評価の要因分析 今後の方針 担 当 課 等

24

多様な保育ニーズに対応で
きる場所があると感じてい
る18歳以下の子どもを持つ
人の割合
（市民意識調査）

市民アンケート「多様な保育ニーズ
に対応できる場所がある」で「そう
思う」「どちらかといえばそう思
う」と回答した人（18歳以下の子ど
もがいる方）の数／市民アンケート
回答総数（18歳以下の子どもがいる
方）×100

64.5% 64.2% 66.6% 67.3% 改善 71.6% 78.7%

「多様な保育ニーズに対応できる場所
があると感じている18歳以下の子ども
を持つ人の割合」は、基準値より2.8
ポイント増加し、前年度より0.7ポイ
ント増加している。

多様化する保育ニーズに対して、病児・病後児保育、早
朝・延長保育、認可外保育施設利用料補助事業などの事
業を継続的に実施するとともに、第２子以降の認可外保
育施設に係る保育料等の無償化制度を実施したことで指
標が改善したものと考える。

指標は改善しているが、女性の活躍推進や物
価高騰等による共働き世帯の増加から、特に
0歳児・1歳児の入所希望が増加したことや特
別支援児等の増加による保育士不足等から待
機児童が発生しており、認可保育施設だけで
はなく、認可外保育施設も含めた民間保育事
業者と連携した事業展開を実施し、待機児童
対策を講じていく。

幼児保育課

25
地域子育て支援拠点等にお
ける子どもの年間延べ利用
者数

１年間の地域子育て支援拠点等にお
ける子どもの延べ利用者数

79,312人 100,187人 116,641人 116,676人 改善 102,000人 122,000人

児童館の利用者数は、前年度より減少
したが、子育て支援センターの利用者
数が前年度より増加したため、指標全
体として前年度及び基準値よりも改善
している。

児童館では、小学生及び中学生の利用者がやや減少した
ものの、新生児への絵本プレゼント事業や、乳幼児とそ
の保護者を対象に、持参したおにぎり等を食べながら交
流する新規事業「おにぎりDay」の実施により、施設の認
知度が向上し、幼児を持つ親子の利用が増加したと考え
る。
支援センターでは、市南部の宅地開発に伴う子育て世帯
の増加や、センターの周知活動の成果により、一時預か
りの利用が前年度を上回り、全体として利用者数の改善
につながったと考える。

・引き続き「おにぎりDay」を実施し、児童
館への来館をより一層促していく。
・総合支援センターでは、8年度からインス
タグラムによる情報発信を開始し、センター
の周知に努める。また、総合支援センターに
あるえほん館の畳コーナーをリニューアル
し、快適に利用してもらうことで利用促進に
努めていく。

こども課

26

身近に子どもが安心して過
ごせる場（家庭や学校を除
く）があると思う18歳以下
の子どもを持つ人の割合
（市民意識調査）

市民アンケート「身近に子どもが安
心して過ごせる場（家庭や学校を除
く）がある」で「そう思う」「どち
らかといえばそう思う」と回答した
人（18歳以下の子どもがいる方）の
数／市民アンケート回答総数（18歳
以下の子どもがいる方）×100

74.9% 71.6% 73.4% 73.5% 悪化 74.9% 84.4%

「身近に子どもが安心して過ごせる場
があると思う18歳以下の子どもを持つ
人の割合」は、前年度より0.1ポイン
ト改善しているが、基準値からは1.4
ポイント低下している。

児童館の遊戯室への空調整備や児童遊園の遊具等の計画
的な保全など、環境整備を進めているものの、近年の猛
暑等により外出を控える傾向や屋外で遊ぶ機会の減少
が、その要因の一つと考える。

近年の猛暑や地域の児童遊園等子どもの遊び
場の減少、天候に左右されずのびのびと遊べ
る場を求める声の高まりなどを受け、旧市営
温水プールを再利用した屋内の子どもの遊び
場の整備を進めており、8年度は実施設計を
完了する。

こども課

評価指標
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資料２

各協議会の進捗状況について

生活支援体制整備等協議会 障がい者等虐待防止・差別解消推進協議会 要保護児童対策地域協議会 多職種連携推進協議会 東海市社会福祉法人連携協議会

【代表者会議】年２回（７月、１月）

【実務者会議】月１回

主管課 社会福祉課 社会福祉課 こども課 高齢者支援課 社会福祉協議会

設置目的

・介護保険法（平成9年法律第123号）第115条の45
第2項第5号に規定する自立した日常生活の支援に
係る体制の整備を推進し、定期的な情報の共有・
連携を強化する
・孤独・孤立対策推進法（令和5年法律第45号）第
15条第1項に規定する孤独・孤立対策を推進するた
めに必要な連携及び強化をするため、孤独・孤立
対策地域協議会の機能を兼ねる
・ひきこもり支援連絡協議会及び消費者安全確保
地域協議会の機能を兼ねる

・高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支
援等に関する法律（平成17年法律第124号）及び障
害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等
に関する法律（平成23年法律第79号）並びに障害
を理由とする差別解消の推進に関する法律（平成
25年法第65号）に基づき、保健、医療、福祉等の
関係機関が高齢者・障がい者虐待の早期発見、早
期対応及び発生防止の体制づくり並びに障がい者
を理由とする差別を解消するための取り組みを行
う

・児童福祉法（昭和22年法律第164号）第25条の2
第1項の規定に基づき、要保護児童の適切な保護又
は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を
図る

・介護保険法（平成9年法律第123号）第115条の48に基
づき、地域支援事業が効率的に実施され、医療と介
護・福祉の多職種連携を図り、地域の関係機関の連携
体制の構築を推進する
・誰もが主役となり、住み慣れた地域で安心して暮ら
すことができる地域包括ケアシステム構築に向けて、
多職種から構成される地域ケア会議として開催する

・平成２８年改正の社会福祉法において、社会福祉法
人の公益性・非営利性を踏まえ、法人の本旨から導か
れる本来の役割を明確化するため、「地域における公
益的な取組み」の実施に関する責務規定が創設され
た。
　それを踏まえた上で、当協議会は東海市内の社会福
祉法人が、その強みを生かし、連携することにより、
日常生活または社会生活上の支援を必要とする者に対
して、福祉サービスを積極的に提供するなど、東海市
内の地域福祉の向上を目指すことを目的とする。

参加機関等

［委員］
学識経験者（日本福祉大学）
高齢者相談支援センター
障がい者相談支援センター
施設関係者（高齢、障がい）
東海市民生委員・児童委員連絡協議会
傾聴ボランティア団体
とうかい防災ボランティア・ネット
孤独・孤立関係団体
権利擁護支援関係団体
東海市民生委員・児童委員連絡協議会
（主任児童委員）
東海商工会議所　青年部
東海市社会福祉協議会

［委員］
東海市医師会
愛知県弁護士会半田支部
学識経験者（半田人権擁護委員協議会東海地区委
員会、家族の会）
施設関係者（高齢、障がい）
東海市民生委員・児童委員連絡協議会
東海警察署
知多保健所
東海市社会福祉協議会
知多地域権利擁護支援センター
東海市高齢者相談支援センター
東海市障がい者相談支援センター
東海市

【代表者会議】
東海市、東海市教育委員会
東海市小中学校校長会
知多福祉相談センター
東海警察署
知多保健所
東海市医師会
半田人権擁護委員協議会東海地区委員会
東海市民生委員・児童委員連絡協議会

【実務者会議】
知多福祉相談センター
東海警察署、知多保健所
東海市社会福祉協議会
東海市、東海市教育委員会

［委員］
東海市医師会
東海市歯科医師会
東海市薬剤師会
知多保健所
訪問看護ステーション
居宅介護支援事業所連絡協議会
高齢者相談支援センター
東海市民生委員・児童委員連絡協議会
東海市社会福祉協議会
社会福祉法人さつき福祉会
東海市

【構成】
　東海市内に施設を有する社会福祉法人（参加は任意）
　社会福祉法人大同宏緑会　重心施設　にじいろのいえ
　社会福祉法人青山会　特別養護老人ホーム　東萌山苑
　社会福祉法人檸檬　特別養護老人ホーム　レモンの樹東海
　社会福祉法人さつき福祉会
　社会福祉法人千寿会　ザストーリー東海
　社会福祉法人東海　特別養護老人ホーム　東海の里
　社会福祉法人福寿園　複合福祉施設木田の里
　特別養護老人ホーム東海福寿園
　社会福祉法人共育ちの会　児童養護施設　暁学園
　社会福祉法人あゆみの会　ドリームハウス
　社会福祉法人健志会　特別養護老人ホーム　セレナ東海
　社会福祉法人清凉会　特別養護老人ホーム　東海清凉苑
　社会福祉法人東海市社会福祉協議会

今年度の
検討・協議
内容

【第１回】
令和８年６月１６日（火）
内容：プロジェクトで話し合われている内容と地
域別意見交換会から出てきた内容の共通する部分
について深めた。初回は「災害時に支援につなが
る地域との繋がり」についての内容を深めるべく
グループワークを実施。
平時からの繋がりを作るために、所属として実践
していること、これからやりたいと思っているこ
と等を話し合った。
最後には、各委員がやってみようと思っているこ
とを紙に書き、決意表明をしてもらった。

【第２回】令和８年１０月２７日（火）
こどもの居場所をテーマに、実践者の活動紹介を
聞き、グループワークを実施予定。

【第３回】令和９年２月９日（火）
第１回、第２回で出てきた意見の中で、各委員が
実践した内容を報告してもらう予定。

障がい者等の虐待防止及び差別解消にむけての方
策等を協議予定

障がい者・高齢者の虐待把握状況について
・当該年度の受付件数や対応状況についての報告
及びその内容についての検討
②障がい者差別解消状況について
･障がい者差別解消についての理解・周知の検証及
び相談件数の報告
③障がい者等虐待事例についての報告及び検討
・事例を通しての地域資源、人材、課題等の協議
④虐待防止・差別解消等を目的とした事業につい
て
・周知、制度の理解を深める研修会及び虐待予防
につながる事業の取組を報告（令和８年８月１９
日開催予定）

その他、担当者会議を年３回開催

【代表者会議】
・前年度の相談内容・件数についての報告
・実務者会議におけるケースの報告、検討

【実務者会議】
・要保護児童のケースについての報告、検討
・措置児童ケースの報告

【第１回】
令和８年５月２１日(木)
内容：今年度の計画について検討。口腔機能チェック
リストについて検討。
今年度の計画：東海へいしゅうくんネットワークのオ
プション機能である災害時連携システムの円滑な運用
に向け実地訓練を行う。
・実地訓練に向け検討部会を設置しすすめていく。
口腔機能チェックリスト：R８年４月改訂。
【第２回】
令和９年２月１９日（金）予定
内容：今年度の取り組み報告

【検討部会】２回
メンバー：医師、歯科医師、薬剤師、訪問看護師、ケ
アマネージャー、障がい者福祉施設職員、高齢者相談
支援センター職員 、民生・児童委員、社会福祉協議会
職員、保健所職員、在宅医療・介護連携サポートセン
ター職員、行政（社会福祉課、防災危機管理課、健康
推進課、高齢者支援課）
内容：災害時連携システム実地訓練に向けた内容等の
検討。
開催日：６月１１日（木）、１１月１２日（木）予
定。
【災害時連携システム実地訓練】２回
机上訓練：７月２３日（木）
屋外訓練：１０月８日（木）

　令和６年１１月の設立以降、⑴災害対応力の強化、
⑵人材採用の強化、⑶人材育成のための研修会や交流
会の３テーマを実施。

　令和８年度においては、⑴、⑶は継続しつつ「地域
の実情に応じた社会福祉サービス」の提供をテーマと
し、人（ソフト）や建物・物品（ハード）を活用した
地域へのサービス提供について話し合いを進めてい
く。

開催回数
（開催月）

年３回（６月、１０月、２月） 年２回（５月、２月）年１回（２月） ２か月毎に実施
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生活支援コーディネーター及びコミュニティーソーシャルワーカーの活動等について 

 

【R7報告】 

【職員体制】 

 １層生活支援コーディネーター…正規職員１人 

 ２層生活支援コーディネーター…正規職員４人 嘱託職員２人（内、兼任４人） 

 就労的活動支援コーディネーター…嘱託職員１人（兼任） 

 コミュニティソーシャルワーカー…正規職員２人（兼任） 

 

※３～１１については、コーディネーター以外の他の職員も協力して実施したもの。 

１ 生活支援コーディネーター 活動実績 

 ①  

相談支援 

② 

参加支援 

③ 

地域支援 

 

④ 

ネットワーク

の構築 

⑤ 

資源開発 

地域別 

合計件数 

市全域*1 11 59 33 212 6 321 

名和地区 
緑陽 38 8 92 55 2 195 

名和 72 13 34 24 1 144 

荒尾地区 
渡内 36 19 16 23 0 94 

平洲 48 25 23 10 1 107 

富木島地区 

富木島 53 9 91 59 6 218 

明倫 56 6 21 21 0 104 

船島 14 0 1 7 1 23 

横須賀地区 
横須賀 56 14 13 11 8 102 

大田 42 9 15 13 0 79 

加木屋地区 

加木屋 33 14 17 29 0 93 

三ツ池 3 1 9 15 0 28 

加木屋南 19 12 33 25 2 91 

その他 その他 7 0 0 0 0 7 

内容別 

合計件数 488 189 398 504 27 1,606 

＊1 １層単位での活動 

＊  緑陽と富木島は CSW 活動数含む 

 

２ 主なコーディネート先及びコーディネート件数 

こころんサポート（生活支援）               ６７件 

相談支援機関（地域包括支援センター、ケアマネジャー、障がい者相談 

支援センター、相談支援を行う行政担当課等）        ４０件 

福祉サービス・地域活動団体（福祉貸付、ボランティアグループ、シル

バー人材センター、居場所等）              １２１件 

その他（学校、相談支援以外の行政担当課、福祉施設、地域住民）８件 

                         延べ ２３６件 

資料３ 
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３ 地域別意見交換会（コーディネーター主体事業） 

   ３層エリア１１地区でコミュニティ単位に限定せず、住民、関係機関等と意見

交換会を実施した。 

地 区 実施回数 意見交換会のテーマ 

緑  陽 4 回 ・住民ワークショップ「さんさん SUNDAY」 

・民生児童委員との意見交換会 

名  和 4 回 ・「名和団地の実情と課題、課題からみえた見守り活

動について」 

・民生児童委員との意見交換会 

渡  内 2 回 ・「ゴミ問題について」 

・「町内ゴミ捨て問題について」 

平  洲 10回 ・井戸端会議 

「地域活動と参加者の近況報告」 

「昨今の平洲シニアについて」 

「地域の子どもたち」 

「地域防災について」 

明  倫 3 回 ・「買い物支援バス運転手について」 

・「買い物バスを利用してみて」 

・「住民同士のつながりについて」 

・「買い物、移動について」 

富 木 島 4 回 ・「異世代交流について」 

・住民ワークショップ「地域の困りごとについて」 

大  田 7 回 ・井戸端会議 

 「地域の子どもたち」 

 「災害と避難所」 

横 須 賀 7 回 ・「ゴムバンド運動の再編・実施について」 

・「買い物について」 

・「子どもの居場所作りについて」 

加 木 屋 2 回 ・「ママのひとやすみについて」 

・「地域住民同士のつながりづくりについて」 

三 ツ 池 1 回 ・買い物バス及びつどい場について 

加木屋南 2 回 ・「加木屋南コミュニティの防災について考える」 

 

４ 地域支えあい活動登録団体との連携（コーディネーター主体事業） 

   市内にある２３団体の活動状況を把握した。 

   富木島６地区、加木屋南４地区、三ツ池３地区において、合同で意見交換会を

実施し、団体の近況の情報交換と気になる内容の相談を行った。 

 

５ ２層会議（関係者連絡会議）（コーディネーター主体事業） 

   ２層エリアでの関係者（市保健師、社協地域づくり、地域包括支援センター等）

が、地域内の現状の把握と課題の整理、今後の取り組みについて意見を集約し、

具体的な活動を進めるための体制を整備。不定期開催とし、必要に応じて会議を
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実施している。 

 

６ 人材育成講座（コーディネーター協力事業） 

   令和７年度は、全体の講座ではなく、地域に出向く中で関わる方の意向に沿っ

た活動を紹介したり、生活支援ボランティアに重きをおき人材育成を行った。 

 

７ 地域共生こころんサポートセンター事業（コーディネーター主体事業） 

⑴ 日常生活支援 

令和３年度４月より、市内全域を対象として事業を実施している。 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

依頼会員 64人 112 人 153 人 179 人 

支援会員 72人 76人 85人 88人 

依頼件数 120 件 202 件 352 件 753 件 

活動件数 127 件 201 件 340 件 733 件 
 

⑵ ぬいぬい隊 

居場所型の「みんなでわいわいぬいぬい隊」と、在宅支援型の「おうちでち

くちくぬいぬい隊」の２種類の活動を継続している。 

  

８ 買い物支援事業（コーディネーター主体事業） 

  実施実績 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

地 区 7 地区 10地区 11地区 ７地区 

回 数 51回 75回 124 回 130 回 

延べ人数 322 人 452 人 722 人 711 人 

 

９ ここなパントリー事業（コーディネーター協力事業） 

令和５年１１月より、相談支援を目的とした周知・啓発として、市内各所に食

品回収 BOXを設置し、必要な世帯への食糧支援に役立てている。相談者は生活困窮

だけでなく子どもの不登校や疾患など複合的な課題を抱えているため、対象世帯

へは定期的に面談を行い、他の支援が必要であればつないでいる。 

 設置数 寄附総重量 配布世帯実数(相談者数) 生活困窮 

令和 5 年度 18ヶ所 2,642㎏ 40世帯 29世帯 

令和 6 年度 18ヶ所 2,089㎏ 44世帯 32世帯 

令和７年度 27ヶ所 2,462㎏ 33世帯 25世帯 

 

１０ 子どもつどいの場事業（コーディネーター協力事業） 

 ひきこもり傾向のある子どもたちの健全育成を図るために、地域においてつど

いの場活動を、令和４年８月より富貴ノ台集会所にて、令和７年４月より百合丘

集会所にて施している。 
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（富貴ノ台集会所） 

  実施回数 
小中学生 家族の 

延べ協力者数 
延べ参加者数 延べ参加者数 

令和 4 年度 12回 20人  20人 

令和 5 年度 25回 131 人 60人 174 人 

令和 6 年度 26回 150 人 44人 188 人 

令和 7 年度 28回 178 人 23人 107 人 

（百合丘集会所） 

  実施回数 
小中学生 家族の 

延べ協力者数 
延べ参加者数 延べ参加者数 

令和７年度 12回 33人 10人  49人 

 

１１ 民間との連携事業（コーディネーター協力事業） 

 ・ここなパントリー事業…令和７年度よりバロー・Ｖドラッグ（６店舗）も協 

力店に追加 

 ・買い物支援事業…社会福祉法人檸檬、社会福祉法人東海福寿園、有限会社レ 

モン介護サービスに協力依頼 

 ・ボランティア・福祉体験教室…市内福祉事業所や大学と連携して実施 

 ・ママのひとやすみ…大学、子育て支援団体に協力依頼 

 ・社会福祉法人連携協議会…災害時の対応や相互協力、人材採用強化と育成等 

について話し合いを行い、職員の交流研修や災害に関する研修会等を実施 

 

１２ コミュニティソーシャルワーカー（緑陽地区） 

(1)相談支援・参加支援 

日常生活の困りごとを抱えている人を必要なサービスや関係機関へつなぐ。 

【出張福祉相談所】 

令和６年度より緑陽コミュニティセンターと千鳥健康交流の家にて出張相談を

実施。 

実施場所 実施回数 相談者数 

緑陽コミュニティセンター 11回 9 人 

千鳥健康交流の家 12回 10人 

※11 月の緑陽コミュニティセンターの出張相談所は他事業と日程が重なり中止 

 

(2)参加支援 

 社会とのつながりづくり、必要に応じた個別参加支援。 

地域包括支援センターや学校からの相談を受け、買い物バスへの参加や囲碁が

行えるような支援、小学校での伊勢湾台風の体験講話が行えるよう支援した。 
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(3)地域支援 

地域課題の発見や安心して暮らせる見守り体制づくり。 

緑陽コミュニティセンターや千鳥健康交流の家、地域のつどい場等に出向き、

地域住民の声を聞く等、地域資源や地域生活課題の発見に努めるとともに、何か

気になることがあれば CSW へと周知した。 

緑陽コミュニティセンター 22回 

千鳥健康交流の家 13回 

つどい場（サロン・ゴムバンド運動） 5 回 

小・中学校 23回 

その他  26 回 

 

(4)ネットワークの構築 

 相談から適切なサービスへつなぐことができるよう、定期的にコミュニティの

定例会や民生児童委員協議会へ参加しネットワークを構築した。 

緑陽コミュニティ定例会 13回 

名和地区民生委員児童委員協議会 10回 

緑陽小学校支援協議会・名和中評議委員会等学校関係

（スクールソーシャルワーカー含む） 
16回 

名和地区２層会議 5 回 

行政や地域包括支援センター主催の会議 3 回 

その他打ち合わせ等 8 回 

 

 (5)資源開発 

  個別支援から見える課題の解決に向けた新たなサービスや仕組みの開発。 

 

１３ コミュニティソーシャルワーカー（富木島地区）包括支援センター業務と兼務 

 (1)相談支援・参加支援 

地域支えあい活動団体や民生児童委員、富木島コミュニティと密接に関係性を

保つことで、多世代の相談が入るようになった。地域住民から、相談したいが、

どこに相談をしてよいかわからない人の相談も入った。また各専門機関からの相

談も入っている。 

 

(2)地域支援 

地域課題の発見や安心して暮らせる見守り体制づくり。地域支えあい活動団体

の見守り訪問への参加、地域の催しへの参加、困りごとを発信できない人のアウ

トリーチを行った。 

 

(3)ネットワークの構築 

相談から参加に向けた地域へつなぐことができるよう定期的にコミュニティの

定例会や民生児童委員協議会へ参加しネットワークを構築している。 
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富木島地区民生委員児童委員協議会 4 回 

富木島地区２層会議 2 回 

行政や地域包括支援センター主催の会議  16 回 

その他打ち合わせ等   4 回 

 

 (4)資源開発 

   個別支援から見える課題の解決に向けた新たなサービスや仕組みの開発。 
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【R8計画】 

地  区  

緑  陽 

 

 

【地域での取り組み推進】 

令和７年度に住民ワークショップ（さんさん SUNDAY）を行政と共に実

施。地域の困りごとを深め、自分たちが何ができるかと１０のアクションプ

ランが出てきた。今年度は住民・事業所の中で今後も一緒に取り組みたいと

希望した方と、行政の担当課とともに、アクションプランの実行を通して、

課題の解決や地域住民や事業所間のつながり作りを進めていく。 

また令和７年度に実施した「自然災害への備えに関するアンケート」の結

果を提示し、住民とともに進めていく。 

【リビオ自治会での生活支援について】 

ちょっとした困りごと生活支援であるこころんサポートでのゴミ出しの相

談から、自治会で住民の困りごとアンケートを実施。結果をみて必要があれ

ばともに取り組む。 

【高齢・子ども等の個別支援】 

個別支援から地域という取り組みにつながるよう引き続き包括支援センタ

ー職員との同行訪問や、スクールソーシャルワーカー（SSW）や学校等との

連携を深めていく。 

名  和 

 

 

【地域ニーズの整理】 

２層会議を通じて、社会福祉協議会が実施する困窮者支援事業であるここ

なパントリー事業や貸付事業、高齢者相談支援センターの相談、SSW より

名和地区の方の相談が多いとの情報あり。情報整理を行い、何が必要かを検

討していく。 

【名和団地の見守り】 

昨年度シニアクラブさつき会にて意見交換会を実施。その中で、見守り活

動の必要性を感じた代表より見守りの相談があった。どのように実施してい

くとよいか自治会、民生児童委員を含め相談し進めていく。 

渡  内 

 

 

【子どもの活躍できる場の支援】 

 子どもが活躍・交流できる場を守るためにコミュニティを主としたグルー

プが活躍中であるが、主体性を尊重しつつ活動継続できるよう会議に社会福

祉協議会として参画し、グループを通しての地域における子ども支援を行

う。 

【ワークショップの開催】 

地域住民、施設職員、行政職員などに声をかけ、ワークショップを開催す

る。上記の計画を推進するために子どもの健全育成を目的とした行事の検討

を行う。また、担い手として想定される高齢者に対する社会参加の推進を考

慮した事業展開を行う。 

平  洲 

 

 

【テーマごとの意見交換会の実施】 

前年度に引き続き月に１度テーマごとに意見交換会を行う。テーマを、防

災・子どもボランティア等に分けて行い、平洲地区の情報の把握と関係者と

のネットワークの構築を図る。 

【「みんなのはたけ」の周知】 

令和７年度より平島地区にある畑で月に１度のはたけを通じた交流事業

「みんなのはたけ」を実施している。本事業の周知を地域の意見交換や福祉

施設等で行いみんなのはたけの地域での認知向上と、関わる人を増やしてい
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く。 

【地域の居場所づくり】 

平島地区で高齢者が車を手放して買い物に困るや、県営清水住宅は高齢者

が多く住んでいるが集まる機会がないという担当民生児童委員からの声を聞

くなど地域で様々なニーズが出ている。今年度、住民との話し合いを行いな

がら住民のニーズが形になるように協力・支援を行う。 

明  倫 

 

 

【関係作りのための地域別意見交換会の開催】 

明倫地区は買い物以外にも、地域住民同士や関係機関とのつながりの希薄

化など課題があると想定される。ゆるやかな関係づくりのための意見交換会

を行い、心配な人を住人から教えてもらい訪問をおこなう。 

富木島 

 

 

【地域との関係継続】 

見守り訪問活動を行っている、６地区の支え合い団体との定期的な情報交

換会を行い、関係を維持する。また、地域住民の主体性を尊重し、情報交換

会の内容等を決めていく。 

【中学生】 

 コミュニティ事業において、中学生が活躍する場、ボランティア活動をす

る場が作られている。 

 『不登校中学生』について、関係者と意見交換を行い、『居場所』、『学習

支援の場』を具体化する方法を検討。 

船  島 

 

 

【地域のニーズを探る】 

民生委員と地域の見守り訪問を行った時点では継続の必要性が感じられず

活動が続かなかった。 

民生委員だけの活動ではなく、地域住民とともに活動できるよう、『中学生

の居場所（利用できる場所）』として、既存の施設の活用方法を探っていく

ための働きかけや意見交換を行っていく。 

大  田 

 

 

【地域別意見交換会を実施】 

令和７年度月に１回意見交換会を実施したが、参加者が少なかった。今年

度、実施にあたり、新規の参加者を増やすことに重点をおく。そのために、

今までにつながりのない、地域の企業、福祉施設、住民ともつながりをつく

ることに力を入れる。 

【大田のニーズ把握】 

意見交換会以外に、大田地区の民生委員との情報共有を行う。民生委員の

改選に伴い新規の民生委員とも協力し必要に応じて訪問等を共に行い地域情

報や地域のニーズ把握を行う。 

大田地区には、小学校、中学校、高校、大学と幅広い学校機関があり、ま

た太田川駅を中心として様々な企業や団体が活動している。学生が地域での

企業や団体が実施するボランティアに参加出来るように、コミュニティ等の

関係機関と協力してボランティアのマッチングができるようなつながりをつ

くる。 

横須賀 

 

 

【全世代交流に向けた調整・意見交換会の開催】 

前年度に引き続きコミュニティ内の施設や学校との間で話題に上がってい

た、「食」をテーマとする子どもから高齢者まで世代を超えたつながりをつ

くる場所を検討していく。地域住民や学校との意見交換会を行い、居場所づ

くりの実施に向けて調整する。 

また、日頃の相談業務や、社会福祉協議会が提供するサービスの中から地

域の課題を抽出し、地域住民の生活実感とすり合わせながら地域のニーズを
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調査していく。 

加木屋 

 

 

【地域住民とのつながりの強化】 

コミュニティには３つ目の自治会ができたが、新旧の住民との関りがイベ

ント以外にないように感じる。コミ協力団体「加木屋のまちづくりをかんが

える会」は「住民同士のつながりが強くなり、地域の活性化をはかる」をテ

ーマにしている。今後は団体だけでなく、幅広い年齢層の地域住民にも参加

を呼びかけ、共に考えていけるよう団体へ働きかけながら、地域全体で一緒

に考えていく。 

三ツ池 

 

 

【地域資源（買い物支援事業、憩いの場等）の開発】 

東加木屋の買い物支援事業について、令和７年度に休止となったが、新た

に鎌吉良根からの希望があったため、必要に応じて調整、相談を行う。 

また、以前から「地域の中に気軽に通える喫茶店、カフェがない」という

ニーズが多く聞かれている為、地域周辺の店舗や場所、人材を発掘しつつ、

新たな地域資源の開発を検討していく。 

加木屋南 

 

 

【防災】 

令和５年度より、加木屋南コミュニティ内で「加木屋南コミュニティの防

災について考える」をテーマに計 11 回、意見交換会を実施。結果として、

令和７年度の加木屋南コミュニティ防災訓練を「親子防災イベント」として

実施し、子どもを中心として、多くの方が参加された。令和８年度も同様の

形を検討している。 

また、地域内の福祉施設等からも日頃からの地域の関わり（防災含む）に

ついての要望も聞かれるため、繋ぎ役として下記のワークショップを通して

検討していく。 

【ワークショップの開催】 

・コミュニティ内の福祉施設の「日頃からの地域との関わりがない」という

現状について、福祉施設、民生委員・児童委員、支えあい団体、防災会など

に声を掛け、ワークショップを開催する。 

【子ども】 

百合ヶ丘集会所での子どものつどい場について引き続き取り組んでいく。ま

た、加木屋デイサービス等を活用した子どもの集える場についても検討して

いく。 

 



各プロジェクトの進捗状況について （資料４）

重層プロジェクト
として実施

庁内連携会議

各プロジェクトは
プラットホームづくり

② 社協主催① 市主催

ワークショップを実施し、地
域の強みやニーズ把握をする。
地域住民と関係機関をつなぐ
架け橋。

担当者間の情報
交換。支援者支
援。

分野横断的な情
報交換。各課等
の取り組み等。

目的

年２地区（渡内、加木屋南）年２回年３回程度頻度

どなたでも担当者統括主任級参加者

〇相談支援・参加支援・地域づくりを一体的に推進するため、相談支援体制、地
域づくりプロジェクトを一体的な「重層プロジェクト」として実施。
重層的支援体制整備事業の目指す、相談支援・参加支援・地域づくりについて、

一方通行の支援体制ではなく、双方向への支援（つなぎ戻し）を念頭に置き、体
制を検討する場とした。

相談支援体制プロジェクト（重層プロジェクトとして地域づくりプロジェクトと一体的に実施）
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地域づくりプロジェクト（重層プロジェクトとして相談支援体制プロジェクトと一体的に実施）

重層プロジェクト【相談支援体制プロジェクト・地域づくりプロジェクト】 （令和８年度のスケジュール）

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

5/15（第１回：統括主任級）
・各課の取組み状況、生活支援コーディネーター等
の活動について情報共有
・２層会議でどのような話をするとよいか

7/14 ワークショップの報告会（ミニ100人会議）

7/17（2回目：担当者）
・各分野の地域とのつながりについて
・支援会議（まるごと作戦会議）の報告について

11/6（4回目：担当者）
・各分野の地域とのつながりについて
・支援会議（まるごと作戦会議）の報告について

9/18（3回目：統括主任級）
・各課の取組み状況、生活支援コーディネーター等の
活動について情報共有
・「ふくちゃん」の普及啓発について

1/15（5回目：統括主任級）
・各課の取組み状況、生活支援コーディネーター等の
活動について情報共有
・来年度以降の取り組みについて

2/27 100人会議。地域の居場所をテーマ

地域住民とのワークショップ（渡内地区・全3回）

地域住民とのワークショップ（加木屋南地区・全3回）

8/18 福祉・保健と教育（学校）の連携強化に向けた研修会

8/24.25 相談員フォローアップ研修（前半）

12/9 事例検討会（障がい）

11/17.18 相談員フォローアップ研修（後半）

12/16 福祉・保健と教育（学校）の連携強化に向けた
研修会（事例検討会）

1/29 事例検討会（高齢）
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孤独孤立対策プロジェクト

孤独孤立対策プロジェクト（令和８年度のスケジュール）

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

8/18（2回目）プロジェクト兼
福祉・保健と教育（学校）の連携強化に向けた研修
会（ＷＳ）を開催

1/22（4回目）
身寄り問題の予防に向けた取り組み、若者支援の
相談支援体制について検討
来年度以降のプロジェクトの進め方について

10/2（3回目）
身寄り問題の予防に向けた取り組み、若者支援の
相談支援体制について検討

5/22（1回目）
身寄り問題の予防に向けた取り組み、若者支援の
研修会の進め方について検討

2/27 100人会議。地域の居場所をテーマ

福祉・保健と教育（学校）の連携強化に向けた研修
会開催に向けた準備

7/27 教師力向上研修「不登校対策」（教員研修
センター主催）

12/5 成年後見フォーラム開催（本市と知多地域権
利擁護支援センターで共催とし、社会的孤立の予
防をテーマとして実施予定）

12/16
福祉・保健と教育（学校）の連携強化に向けた研修
会（事例検討会）

身寄り問題の予防に向けた取り組み検討ワーキング

若者支援の相談支援体制検討ワーキング
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災害時支援プロジェクト

災害時支援プロジェクト（令和８年度のスケジュール）

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

5/21（１回目）
個別支援計画に収集したい情報の確認と１０月実施の
市民総合防災訓練における要支援者の避難行動訓練
の内容についてグループに分かれてワーキングを行った。

7/29（2回目）
昨年から取り組んできた個別支援計画の作成率の
向上と実効性をもたせるための訓練をはじめとした手
段について、事務局案を提示し、最終確認を行う。

12/2（4回目）
渡内地区市民総合防災訓練の振り返り

10/31（3回目）渡内地区市民総合防災訓練

1/8 （5回目）
新たに取り組むべき課題についてワーキングを行う。

2/17 （6回目）
今年度の振り返りと来年度以降のプロジェクトの進
め方について検討する。

重心・医ケア児者WG：年４回実施

5/21 多職種連携推進協議会
（災害時連携システムの活用に向けた検討）

7/23 災害時連携システム訓練（机上）

10/8 災害時連携システム訓練（屋外）

6/11 災害時連携システム検討部会

6/9 福祉避難所意見交換会 11/12 災害時連携システム検討部会

6/29 災害医療人材研修会（潜在看護師対象）

11月頃 福祉避難所意見交換会

2/19 多職種連携推進協議会

1/30 災害医療人材研修会（三師会・潜在看護師対象）
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今年度の予定について 資料５

年度 月
推進

協議会
推進
委員会

生活支援
体制整備
等協議会

多職種
連携推進
協議会

要対協
虐待防
止・差
別解消

認知症初期
集中支援
チーム検討
委員会

社会福祉法人
連携協議会

重層PJ
孤独孤
立PJ

災害PJ
100人会

議

虐待防止・
差別解消に
関する研修

会

発達支援
事業研修

会

ひきこも
り講演会

認知症
フォー
ラム

後見
フォー
ラム

4月 3役員会,13研修会
16総会,16部会

5月 21 15 22 21

6月 16 11
（部会）

2役員会,11部会
16研修会 29 基礎

7月 8 23
（訓練）

30 17 17
(担当者会議)

29 12

8月 3 7役員会,27部会 18 19
6 FUⅠ

20 応用Ⅰ

9月 研修会〇 18 28 SVⅠ 6

10月 27 8
（訓練）

2役員会,15部会
研修会〇 2 31

14 FUⅡ
26 SVⅡ

11月 12
（部会）

研修会〇 6
(担当者会議)

12月 4役員会,17部会 2
4 応用Ⅱ

16 FUⅢ
5

1月 15 15 18 8 15 SVⅢ

2月 12 9 19 〇 5 5役員会,18部会 17 27

3月 8

R8


